
2021年3月期
成田国際空港株式会社
決算説明資料

2021年5月27日

空港内事業者26社・団体の協力で制作した動画「再び飛び立つ準備を。」*キービジュアル

*本動画は、長期化するコロナ禍の中でも、空港スタッフの気持ちを高め、一体感を醸成して難局を
乗り越えることを目的につくられ、成田空港公式YouTubeや、空港内デジタルサイネージ等で放映中

https://youtu.be/3KWCKw8Mm3M
https://youtu.be/3KWCKw8Mm3M
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Ⅰ. 2020年度 航空取扱量 実績ハイライト



航空取扱量実績
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2019年度
実績（A）

2020年度
実績（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

航空機発着回数（万回） 25.8 10.6 △15.2 41.1%

国際線 20.3 8.6 △11.7 42.3％

国内線 5.6 2.1 △3.5 36.8％

航空旅客数（万人） 4,148 325* △3,823 7.8%

国際線 3,402 127* △3,275 3.7%

日本人 1,366 32* △1,333 2.4%

外国人 1,662 54* △1,608 3.3%

通過客 374 40* △335 10.6%

国内線 746 198 △548 26.6%

国際航空貨物量（万ｔ） 205 209 4 102.1%

給油量（万 kl） 441 199 △242 45.2%

*開港年度（1978年度）も含めて過去最低



旅客便発着回数・航空旅客数
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（前年同月比）

2020年度実績 水準

国際線

旅客便発着回数*

(前期比)

35,322 回

（20%）
開港年度（1978年度）も含めて過去最低

旅客数

(前期比)

1,265,465人

（4%）

国内線

旅客便発着回数*

(前期比)

19,820回

（37%）
本邦LCCが就航した2012年度以前の2011年度と同水準

旅客数

(前期比)

1,984,001人

（27%）
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*旅客が搭乗せずに貨物のみを搭載している運航便も含まれている場合がある



コロナ禍においても旅客便の新規路線が就航
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LCC
(ローコストキャリア)

FSC
(フルサービスキャリア)

宮崎線・釧路線（20年8月1日～）
女満別線（21年2月10日～）
大分線 （21年2月19日～）

Peach Aviation

南京線（21年1月22日～）

SPRING JAPAN

ZIPAIR

ソウル線 （20年10月16日～）
バンコク線（20年10月28日～）
ホノルル線（20年12月19日～）

スターラックス航空

台北線（20年12月16日～）



国際線貨物便発着回数・国際航空貨物取扱量
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2020年度実績 水準

国際線貨物便発着回数

(前期比)

43,925 回

（180%）
過去最高を記録

国際航空貨物取扱量*

(前期比)

2,087,657 t
（102%）

2018年度（2,129,597t）に次ぐ9位

（前年同月比）

*旅客便などに搭載された貨物量も含まれる
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Ⅱ. 2020年度 連結決算ハイライト



連結決算概要
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2019年度実績
（A）

2020年度実績
（B）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

2,371 718 △1,653 30.3％

空港運営事業 1,088 348 △739 32.0％

リテール事業 946 83 △862 8.9％

施設貸付事業 306 255 △51 83.3％

鉄 道 事 業 29 29 △0 99.4%

営業費用 1,963 1,293 △670 65.9%

営業利益 407 △575 △982 -

空港運営事業 25 △594 △620 -

リテール事業 244 △99 △344 -

施設貸付事業 132 112 △20 84.8%

鉄 道 事 業 6 7 1 122.2%

経常利益 391 △573 △964 -

親会社株主に帰属する
当期純利益

244 △714 △958 -

（単位：億円）



セグメント別損益の状況①
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空港運営事業

（単位：億円）

2019年度
実績
（Ａ）

2020年度
実績
（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

主要増減要因
(+)：改善、(ー)：悪化

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

1,088 348 △739 32.0％
（ー）新型コロナウイルス感染拡大の影響による発

着回数、旅客数等の減少

空港使用料収入 409 204 △205 50.0％
（ー）発着回数の大幅減および航空会社への支援

措置

旅客施設使用料収入 395 20 △375 5.1％ （ー）旅客数の大幅減

給油施設使用料収入 153 69 △84 45.2％ （ー）発着回数の大幅減

その他収入 128 53 △74 42.0%
（ー）旅客数の大幅減による手荷物取扱施設使用

料の減少

営業利益 25 △594 △620 -

（営業利益率） 2.2% - - -



セグメント別損益の状況②
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リテール事業

（単位：億円）

2019年度
実績
（Ａ）

2020年度
実績
（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

主要増減要因
(+)：改善、(ー)：悪化

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

946 83 △862 8.9％
（ー）新型コロナウイルス感染拡大の影響による旅

客数の減少

物販・飲食収入 741 45 △696 6.1％ （ー）旅客数の大幅減

構内営業料収入 107 15 △92 14.2％
（ー）旅客数の大幅減および構内営業料の支援措

置

その他収入 97 23 △73 24.0% （ー）広告収入の減少等

営業利益 244 △99 △344 -

（営業利益率） 25.6% - - -



セグメント別損益の状況③
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施設貸付事業
（単位：億円）

（単位：億円）
鉄道事業

2019年度
実績
（Ａ）

2020年度
実績
（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

主要増減要因
(+)：改善、(ー)：悪化

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

306 255 △51 83.3％

（ー）旅客数の大幅減による土地建物等貸付料
収入の減少および空港事業者への支援措
置

営業利益 132 112 △20 84.8%

（営業利益率） 41.3% 42.0% - -

2019年度
実績
（Ａ）

2020年度
実績
（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／

(A)×100

主要増減要因
(+)：改善、(ー)：悪化

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

29 29 △0 99.4% 前期並み

営業利益 6 7 1 122.2% 前期並み

（営業利益率） 20.4% 25.2％
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19年度
営業利益

407
空港
使用料

△205
空港運営事業 △620億円

△375

△84
旅客施設
使用料

給油施設
使用料

△100

その他 工事・運用
体制の見直し

人件費

その他

その他
削減

物販飲食

△696

△92
構内
営業料

△443

商品売上
原価

その他
削減

△53

リテール事業 △344億円

施設貸付・
鉄道事業
△18億円

20年度
営業損失

△982億円

△16

人件費

△14 △11

営業
収益 人件費

その他

△78

2019・2020年度 セグメント別営業利益増減要因

0524_20:20

△105

△34
+45△50

△2
△32

費用抑制等によるコスト削減額
△273億円

運用体制
の見直し

収益
連動
費用

工事・運用
体制の見直し

+36

△575



費用抑制の取り組み
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成田空港の安全と安定運用を大前提に
空港管理者としてリスク対策に十全の配慮をした上で、最大限のコスト削減を実施

今後も最大限の費用抑制に取り組み、業績改善に努める

 不要不急の案件の先送りや取りやめな
ど大幅に見直しを行った一方で、

更なる機能強化等の中長期的な
成長投資は着実に実施

2020年度設備投資計画

当初計画
実績額

（当初計画比）

1,100億円
595億円

（△505億円）

取
り
組
み
事
例
（
一
部
）

2020年度コスト削減額

【運営経費】

✈ 旅客数に応じた人員配置の
見直しによる業務委託費の
削減

✈ 運用エリアの適正化による水
道光熱費の削減 総額 273億円

【人件費】

✈ 役員報酬の自主返納
✈ 一時休業
（雇用調整助成金の活用）



航空会社・テナント等への支援措置の実施
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支
払
猶
予

減
免

対象料金 支援規模 対象社数

• 事務室や空港施設（搭乗橋等）の使
用料、リテール構内営業料、保安検査
に関する料金等

• 着陸料、停留料
638億円

約400社
航空会社約100社
航空会社以外約300社

• 事務室や空港施設（搭乗橋等）の使
用料、リテール構内営業料の料金等

• 着陸料、停留料（定期旅客便）
152億円

2020年3月以降、2021年2月決定分までの支援措置内容

 新型コロナウイルスの影響への対応として、航空会社 やテナントの費用負担を軽減し、航空機の運航や店舗運営の

継続を図るため、2020年 3 月に決定した「緊急措置」から料金の支払い猶予及び減免措置を実施している。

 2021年2月、各種料金の支払い猶予及びリテール構内営業料の減免措置の継続を決定。（2021年5月請求分

から同10月請求分まで）

 「緊急措置」から2021年2月に決定した措置の継続まで、トータルの支援規模は、直近までの実績を反映すると、 790 

億円規模（支払猶予 638 億円、減免 152 億円）。



資金調達の状況
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手元流動性の確保

 短期借入金（特別当座貸越）や短期社債（コマーシャル・ペーパー）
による調達を実施したほか、過去最大規模の社債発行を実施

国からの財政支援

 出資金（約300億円）：2020年7月受領

財務基盤の強化を目的とした、国交大臣を割当先とする第三者割当増資による新株発行を実施

 財政融資（4,000億円）：2020年12月を以て全額借入済

Ｂ滑走路の延伸及びC滑走路の新設をはじめとする、更なる機能強化事業の着実な推進を目的とした資金

2020年度資金調達実績

 特別当座貸越…600億円
 電子CP ………450億円
 社債発行………500億円

資金需要を見極めながら、柔軟かつ機動的に
市場からの資金調達を中心に行い、安定的な資金確保に取り組む

 支援施策パッケージ ：2020年12月21日発表

当社令和元年度決算に基づく配当の無配に加え、滑走路・誘導路事業の進捗に応じて算出された金額に基づき、
無利子貸付（50億円）を行う* *成田空港に関する支援を抜粋



連結キャッシュ・フローの概要
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2019年度実績
（Ａ）

2020年度実績
（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

主要増減要因
(+)：増加、(ー)：減少

営業キャッシュ・フロー 615 △296 △911
（ー）新型コロナウイルスの感染拡大の影響等による減

収により、税金等調整前当期純利益が減少

投資キャッシュ・フロー △269 △3,362 △3,092 （＋）財政融資資金の譲渡性預金への預入れ

フリー・キャッシュ・フロー 345 △3,658 △4,004

財務キャッシュ・フロー △319 4,858 5,178 （＋）財政融資資金4,000億円の借入

現金及び現金同等物の
期末残高

384 1,585 1,201

（単位：億円）

678 662 783
615

△ 296△ 258 △ 211
△ 402 △ 269

△ 3,362

419 450 381 345

△ 3,658
△ 4,000

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

営業キャッシュ・フロー

投資キャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

（単位：億円）
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Ⅲ. 2021年度 連結業績予想
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2021年度 航空取扱量見通し

2020年度
実績（A）

2021年度
見通し（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

航空機発着回数（万回） 10.6 11.9 1.3 112

国際線 8.6 9.6 1.0 112

国内線 2.1 2.3 0.2 110

航空旅客数（万人） 325 510 185 157

国際線 127 230 103 181

国内線 198 280 82 141

国際航空貨物量（万ｔ） 209 214 5 103

 今後の航空需要の回復は、世界各国の感染状況やワクチン接種の進捗及びこれら伴う出入国制限の緩和時期により、大
きく左右されると考えます。

 当空港の2021年度航空取扱量見通しについては、年内は2020年度水準からの大幅な回復は見込まれないものの、ワク
チン接種が進捗することなどで新型コロナウイルスの感染が沈静化に向かうことにより、航空取扱量は第3四半期から第4四
半期にかけて国内線が回復に転じ、国際線もこれに続いて徐々に回復すると想定しております。



2021年度 連結業績予想
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2020年度
実績（A）

2021年度
見通し（B）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

％
(B)／(A)×100

主要増減要因
(+)：改善、(ー)：悪化

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

718 800 81 111.4
（＋）ワクチン接種の進捗による航空需要

の回復

空港運営事業 348 400 51 114.7
（＋）航空機発着回数及び航空旅客数

の増加

リテール事業 83 100 16 119.2 （＋）航空旅客数の増加

施設貸付事業 255 260 4 101.6 （＋）航空旅客数の増加

鉄 道 事 業 29 29 △0 97.9 前期並み

営業費用 1,293 1,420 126 109.8
（ー）中長期的な成長投資に係る不可避

的な費用の増加

営業利益 △575 △620 △44 -
（ー）航空取扱量の回復に伴う費用の増

加

空港運営事業 △594 △620 △25 -
（ー）機能強化に係る費用や航空需要の

回復に伴う費用の増加

リテール事業 △99 △110 △10 - （ー）管理・運営費の増加

施設貸付事業 112 100 △12 89.2
（ー）航空取扱量の回復に伴う費用の増

加

鉄 道 事 業 7 7 △0 93.3 前期並み

経常利益 △573 △660 △86 -

親会社株主に帰属する
当期純利益

△714 △670 44 -
（＋）ワクチン接種の進捗による航空需要

の回復
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Ⅳ. 2021年度の主な取り組み



2021年度 経営方針
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航空需要の見通し

 大きく毀損した世界の航空ネットワークは、回復・再成長期を迎えても元の姿には戻らず、ポストコロナ
のあるべき姿への最適化・再構築が進む。

 今後、一部のビジネス需要はオンライン会議等で代替されるものの、観光やVFR（Visiting Friends 
and Relatives）等の航空旅客需要は、人間の本源的欲求に根差しており、バーチャルな体験だけ
ではその全てを代替できない。

 中長期的に見れば、アジアをはじめとする世界の経済成長を背景に、人とモノを運ぶ航空需要は、世
界全体で回復・再成長していく。

 公的企業としての役割を着実に果たしながら民間企業として存続するため、空港管理者として安心・安
全に係るリスク対策に十全の配慮をした上で、最大限のコスト削減・設備投資抑制を継続・強化する。

 新型コロナウイルス感染症の影響下にあっても中長期的な視点に立った空港間競争力の向上のための
成長施策については、効果・緊急性等を評価した上でクオリティ・キャパシティの両面から着実に実施。

 厳しい経営環境下においても、次ページの5つの主要テーマは、需要回復期、需要拡大期を見据えた
中長期的な視点に立ち、優先して推進。

経営方針の概要
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2021年度 経営方針 5つの主要テーマ

以下5つのテーマについては、需要回復期、需要拡大期を見据えた中長期的な視点に立ち、優先して推進。

１ 感染拡大防止の徹底と国際線旅客の本格的な往来再開
 お客様に安全かつ安心して空港をご利用いただくため、必要な感染症防止策を積極的に実行。
 お客様及び航空会社のニーズの把握を深度化し、提供価値を最大化するためのマーケティング戦略を策定、推進。
 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に貢献するための準備を着実に実施。

２ ポストコロナへの体制整備
 顔認証技術を活用した新たな搭乗手続き「Face Express」やキャッシュレス環境の整備、ロボットやAI技術の活用等を通

じ、空港運営の効率化に加え、非対面・非接触といった新たな付加価値の提供を実現するスマートエアポート化を推進。
 業務の選択と集中、業務システムの抜本的見直し等を通じた業務の効率化、生産性向上。

３ 新規収益源の創出
 航空需要の回復・再成長を見据え、空港におけるリテール事業のあり方の再点検、商業エリアの再構築を実施。
 当社グループの経営資源・ノウハウを徹底活用し、外販の拡大、新規事業の展開、海外・空港外への事業展開を推進。

４ 首都圏航空需要を取り込むための空港機能強化
 Ｃ滑走路の増設及びＢ滑走路の延伸については、2028年度末までの完成に向け着実に推進。
 防音・移転対策や環境負荷の低減等の共生策に加え、地域産品や観光資源を生かした地域振興の推進等、地域に

根差した共栄策も着実に推進。
 旅客施設、貨物施設等の老朽化対策を行いながら、空港アクセスを含む今後の中長期的な環境変化に柔軟かつ機敏

に対応可能な施設計画を検討。

５ 持続可能な社会の実現
 環境にも社会にも優しく、将来に渡り持続可能な成長を遂げていく「サステナブル・エアポート」を目指し、SDGs/ESGの視点

での経営戦略の再構築を図る。
 「サステナブルNRT2050」に掲げた脱炭素社会の実現を軸とした、新たな中長期目標の達成に向けた取組みを推進。
 就労環境や雇用環境の改善を通じ、働き甲斐のある職場づくりを推進。
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成田空港の更なる機能強化の概要

現在実施中の現地調査

埋蔵文化財調査 土質調査及び測量調査 環境保全措置 用地取得に向けた現地調査

 成田空港の更なる機能強化は、「B滑走路の延伸（滑走路長2500m⇒3500m）」、「C滑走路の新設（滑走路長3500m）」、
「夜間飛行制限の緩和」の３つの方策により年間発着容量を現状の30万回から50万回に拡大するものである。

 2020年1月末に、国から航空法の許可を受けたことから、現在は、2028年度末の供用に向けて、整備計画を具体化するために各
種調査を実施している。



更なる機能強化の今後のスケジュール
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内窓設置工事
※2018年10月1日よりA滑走路側で先行実施

航
空
法
の
変
更
許
可
手
続
き

更
な
る
機
能
強
化
の
実
施
の
合
意

２
０
１
８
年
３
月

環境アセスメント

地権者の方への説明

騒
防
法
の
告
示

空港周辺の地域づくり（実施プランの推進・地域振興策の実施） ※2020.3実施プラン策定

騒
特
法
の
告
示

移転対策騒特法に係る都市計画手続き

周辺県市町へ交付

会
社
法
の
基
本
計
画
変
更

※

※会社法…成田国際空港株式会社法［平成15年法律第124号］

 2020年1月31日の航空法の変更許可、4月1日の騒防法・騒特法の告示・施行を受け、現地調査や環境対策を本格的に着手。

※2020年4月1日以降、B・C滑走路側、谷間地域等でも実施

A滑走路における運用時間の延長（当面）※2019年10月27日より開始

同意書の
取得等

2020.1.31
許可

2020.2.3
千葉県都市計画審議会 可決

2020.4.1
告示

2020.4.1施行

2020年度より拡充

周
辺
対
策
交
付
金

の
拡
充

2028年度末完成予定

事業用地取得・
事業用地に係る移転補償 建設工事

更なる機能強化の整備計画の具体化に向けて、
空港敷地拡張区域で以下の現地調査を順次開始（次ページ参照）

更なる機能強化の整備計画の具体化に向けて、
空港敷地拡張区域で現地調査を順次開始

防音工事

Ｃ
滑
走
路
の
増
設
・
Ｂ
滑
走
路
延
伸
・
運
用
時
間
の
延
長

2021.1.15  成田空港周辺地域における国家戦略特区の提案



サステナブル・エアポートを目指して
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環境基本方針

NAAは、地球的視野にたった環境への取り組みを積み重ねることにより、
環境にやさしい循環型空港（エコ・エアポート）を目指すとともに、

地域の一員として信頼関係を築きながら、豊かな21世紀社会の実現に貢献します。

サステナブルNRT2050（2021年3月策定）

 2016年4月発表の「エコ・エアポートビジョン2030」を発展させた、2050年度に向けた取り組みの方向性を示す
 CO2排出量の削減について、空港運営会社のネットゼロや、空港全体の数値目標を掲げるのは国内初

NAAグループ

2030年度 2050年度

30%削減 ネットゼロ

CO2排出量削減目標(すべて2015年度比)

成田空港全体

ステークホルダーの皆様との協働により、
CO2排出量の削減促進策を多面的に検討・推進

2030年度 2050年度

発着回数1回あたり

30%削減

空港全体の排出量

50%削減

脱炭素社会の実現に向けて、
先進技術の導入等の取り組みを推進



成田空港を取り巻く外部環境の変化

27



成田空港の価値創造プロセス

28



292020年9月10日に供用開始した「ランプセントラルタワー」

ⅴ. 参考資料



2020年度 概括
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7月 8月 9月 10月 11月 1月12月 2月 3月

■Peach
女満別線・大分線新規就航

 ターミナル施設一部閉鎖
（4月20日～）
 B滑走路閉鎖
（4月12日～7月21日）

4月

 緊急事態宣言①（4月7日～5月25日）

 Go Toトラベル事業開始（東京除く）

 第三者割当増資を実施

 Peach
釧路線・宮崎線新規就航

 ランプセントラルタワー
供用開始

 ZIPAIR
ソウル線・バンコク線新規就航

 PCRセンターを開設

 変異ウイルスを日本国内で初確認
 Go Toトラベル事業一時停止

 緊急事態宣言②（1月8日～3月21日）

 新型コロナウイルス
ワクチン第一便到着

 医療従事者への先行接種開始

 スターラックス航空
台北線新規就航

 Spring Japan 南京線新規就航
 ナリタJOBポート開設
 感染症対策の国際認証取得

 ZIPAIR
ホノルル線新規就航

■「サステナブルNRT2050」発表
■統合報告書を発行

*新型コロナウイルス関連

成田空港のトピックス

日本国内のトピックス*

 財政融資資金
借入れ完了
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渡航制限の現状

 10月１日以降、感染状況が落ち着いている国・地域を対象に、出入国制限の緩和を順次実施していた。

 変異ウイルスの発生等を受け、令和2年12月下旬より再び強化を実施

 12月28日～ ビジネストラック・レジデンストラックによる入国を除き、全ての国・地域からの新規入国を

停止

 1月 9日～全ての国・地域からの入国者に対して、到着後ウィルス検査を実施

 1月13日～ 全ての国・地域からの入国者に対して、出発前72時間以内の陰性証明書を求める

 1月14日～ 全ての対象国・地域からのビジネストラック・レジデンストラックによる新規入国を停止

 3月中旬～ ①出発72時間以内の検査証明書不保持者を搭乗拒否するよう航空会社に要請

（順次）②全ての国・地域からの入国者に対して、位置確認等のためアプリインストールを要請

③変異株流行国・地域からの入国者について、入国後３日間指定宿泊施設で待機

④入国者数の制限（1便あたり100人以下、1日平均約2,000人程度）を実施 他

 5月10日～ インド変異株流行国・地域のうち流入リスクがより高いと懸念される国・地域※からの

入国者について、入国後6日間指定で隔離。(5月28日から10日間に延長予定)

 5月14日～ 同国・地域※からの在留許可保持者の再入国を原則拒否。

※インド、パキスタン、ネパール、バングラデシュ、モルディブ、スリランカ（5月27日時点）
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NAAも水際対策へ貢献

第2ターミナル

JALオペレーションセンター第3ターミナル

改修工事前（スケルトン） 改修工事後（待機スペース等として利用）

 水際対策の強化に伴い、入国前の抗原検査及び行動確認のためのスマホアプリのインストール等の手続きのため、到
着制限エリア内に大規模なスペースの確保が必要であり、NAAは関係省庁に協力する形で対応。

 具体的には、ターミナル内で閉鎖しているエリアの利活用や施設改修を行うなどして新たにスペースを確保。

使用していない施設について改修工事を実施、到着制限エリア化しスペースを確保。

第１ターミナル

施設改修により確保したスペース

閉鎖エリアの利活用により確保したスペース（一例）

第１ターミナル
第４サテライト

現在。
閉鎖中の出発コンコースを検査結果待
ちスペースとして利用。

コロナ禍前。
第１ターミナル第４サテライトの出発コンコース

便の減少等のために閉鎖しているターミナル内施設を活用し、必要なスペースを確保。



マスクの着用HP等でのマスク着用要請 飛沫感染防止フィルム
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お客様・従業員の感染予防対策

ソーシャルディスタンスの確保

座席間隔の確保

1.5～2.0m

1.0m

感染症対策の徹底

 HP等におけるお客様へのマスク着用要請、スタッフのマスクや手袋の着用

 カウンター等での飛沫感染対策（飛沫感染防止フィルム等）・消毒液の設置

 待ち行列におけるソーシャルディスタンスの

確保(最低1.0ｍ以上)を考慮した運用を

実施

 搭乗待合スペース、ロビー等の座席間隔

の確保(1座席感覚)

ソーシャルディスタンスマーカーの設置

アルコール消毒液の設置



新型コロナウイルス感染症対策に関する国際認証を取得（日本初）
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 全てのお客様に安心して成田空港をご利用いただけるよう、様々な新型コロナウイルス感染症対策を実施

しており、今般そうした取り組みが評価され、日本で初めて国際空港評議会（ACI）が実施する

「Airport Health Accreditation(AHA)プログラム」による認証を取得。

国際認証「Airport Health Accreditation プログラム」の概要

 国際民間航空機関（ICAO）の策定したガイドライン等を踏まえ、

国際空港評議会（ACI）が、旅客ターミナル内の清掃・消毒の実

施、各エリアにおけるソーシャルディスタンスの確保、お客様やスタッフの

マスク等着用及び非接触化への取り組みなど合計122項目における

新型コロナウイルス感染症対策の実施状況を客観的に評価するも

の。全世界で200を超える空港が取得している。（2021年1月現

在）

引き続き、ACIなどの国際機関、関係機関及び航空会社をはじめとする
空港内事業者と連携し、新型コロナウイルス感染症対策を実施していく



PCR検査受付から最短2時間で陰性証明書発行

主な特徴
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＜PCRセンターの開設（11月2日～）>

出国者向けの検査対応状況

施設レイアウト（２PTB）

成田国際空港株式会社・学校法人日本医科大学共同でプレスリリース

※再検査除く

【検査フローのイメージ】

 学校法人日本医科大学と共同で第1ターミナル・第2ターミナルにそれぞれ出国者向けのPCRセンターを
開設。

 出国前の旅客や空港関係者等、平均受診者数200名程度/日で運用中。

お客様が便利にかつ安心して海外へ出発できるようサポートを行うとともに、コロナ禍における
国内外の人の往来と、国際線運航再開による経済回復に貢献

東洋紡
リアルタイムPCR装置
「GENECUBE」 3基

PCR検査機

ロシュ
リアルタイムPCR装置
「LightCycler96」 2基



【出典：2021年4月 IATAリリース資料より】※有償旅客キロ：旅客数×飛行した距離

【世界の航空需要 - RPKｓ(※有償旅客キロ)の動向予測 -】

国際機関（IATA）の航空需要予測

 航空会社で構成される国際組織であるIATA（国際航空運送協会）によると、世界経済が新型コロナウ

イルスの影響を受ける前のレベルに回復するのは2021年中としつつも、航空旅客需要の回復は2024年
までかかるとしている。（下記グラフ参照）

 最新のIATA予測では、世界各国の感染状況や、ワクチン接種動向、各国政府の渡航制限緩和動向が

先行き不透明であるとのことから、幅を持った予測としている。（下記グラフにおける黄色の範囲）

36



空港内雇用相談窓口「ナリタJOBポート」を開設

37

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響による航空需要の減少という厳しい状況を踏まえ、雇用のマッチン

グなど、空港関連企業とその従業員に総合的なサポートを行う 『ナリタJOBポート』を、厚生労働省千葉

労働局及び千葉県商工労働部の協力のもと設置。

 空港内で職業相談や出向・移籍支援等、雇用に関する総合的なサポートメニューを提供するのは、国内

空港初の取り組み。

 ナリタJOBポート設置にあたり、千葉労働局及び千葉県と包括連携協定を締結。

「ナリタJOBポート」概要

協定締結の様子

成田JOBポート内の様子

 開設背景：将来的には現在の1.5倍近くの空港従業員

が必要になると試算される中、空港設置管理者として、空

港内企業600社以上の雇用への影響を最小限に留める

必要があり、雇用のマッチング機会を設けることなどで、雇

用への影響を低減するため。

 相談支援メニュー（一部）

【企業向け】：各種助成金相談

出向、移籍支援、キャリア人材バンク業務

【個人向け】：職業相談、職業紹介、求人情報提供

休業支援金、給付金に関する相談

 運営主体：NAA

 協 力：厚生労働省千葉労働局

・ハローワーク成田

・千葉働き方改革推進支援センター

・産業雇用安定センター千葉事務所

千葉県商工労働部

・千葉県ジョブサポートセンター

JCR



東京2020大会に向けた準備状況

38

機運醸成

選手・関係者の安全・円滑な受け入れ

＜大会ルック装飾＞

期間 2021年4月14日から順次施工～大会終了まで

場所 第1旅客ターミナルビル、第2旅客ターミナルビル

＜草文字 「TOKYO2020」＞

期間 2021年6月～大会終了まで

場所 A滑走路西側、B滑走路東側

＜運用＞

 コロナ対応を踏まえた選手・関係者の動線設定

選手団の大量の荷物の円滑な返却・運搬

＜施設＞

選手村におけるチェックイン荷物の受入施設の整備

ユニバーサルデザイン対応の強化(エレベーター増設)

＜体制＞

案内誘導体制の構築

関係機関との情報連携体制の構築
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【通期】航空機発着回数・航空旅客数推移（民営化以降）
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航空機発着回数

（単位：万回）

航空旅客数

（単位：万人）

（年度）

（見通し）



【通期】決算推移（連結）
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（単位：億円）
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債務償還の見通し（連結）
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（単位：億円）
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※ 債券に関する償還額は、額面金額を記載。
※ 財政融資は総額4,000億円、返済方法は20年据置、以降10年元本均等返済。
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長期債務残高と平均金利の推移（連結）
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※



財政状態（NAAグループ連結貸借対照表）
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（2021年3月31日）

流動資産 4,541億円

有形固定資産 7,380億円

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
その他

流動負債 1,092億円
※単位は億円未満切捨て

社債（1年超）
長期借入金（1年超）
その他

3,290億円
4,076億円

269億円

固定負債 7,635億円

無形固定資産 129億円
投資その他 74億円

資産合計 12,126億円 負債・純資産合計 12,126億円

純資産
3,397億円

資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他包括利益

非支配株主持分

自己資本比率
27.4％

1,197億円
619億円

1,486億円
14億円

81億円

3,710億円
352億円
166億円

3,058億円
92億円
1億円

【長期債務残高】

社債 3,690億円
長期借入金 4,083億円

計 7,773億円

社債（1年内）
短期借入金
長期借入金（1年内）
その他

400億円
400億円

7億円
285億円



普通社債（一般担保付※）の発行実績

格付会社 長期（アウトルック） 短期 更新日

格付投資情報センター（R&I） AA （安定的） a-1+ 2020年9月16日

日本格付研究所（JCR） AA+ （安定的） ― 2021年5月21日

※ 成田国際空港株式会社法第７条に基づく
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回 号 発行総額（億円） 年限（年） 利率（％） 発行価格（円） 応募者利回り（％） JGBスプレッド（bp） 発行日 償還日
第10回 200 10 1.094 100.0 1.094 T＋９ 2011. 9.20 2021. 9.17
第11回 200 10 1.067 100.0 1.067 T＋12 2012. 2.20 2022. 2.18
第12回 100 10 0.879 100.0 0.879 T＋6 2012. 9.20 2022. 9.20
第13回 200 10 0.802 100.0 0.802 T＋7 2013. 2. 8 2023. 2. 8
第14回 100 10 0.894 100.0 0.894 T＋8 2013. 7.24 2023. 7.24
第15回 200 10 0.739 100.0 0.739 T+12 2014. 2.20 2024. 2.20
第16回 200 10 0.570 100.0 0.570 T+8 2014.10.28 2024.10.28
第17回 250 10 0.489 100.0 0.489 T+13 2015. 2.20 2025. 2.20
第18回 160 10 0.556 100.0 0.556 T+23 2015.10.30 2025.10.30
第19回 200 10 0.275 100.0 0.275 T+23 2016. 2.18 2026. 2.18
第20回 50 10 0.105 100.0 0.105 T+20 2016. 8.23 2026. 8.21
第21回 100 20 0.427 100.0 0.427 T+14 2016. 8.23 2036. 8.22
第22回 100 10 0.230 100.0 0.230 T+17 2016.12.16 2026.12.16
第23回 100 20 0.677 100.0 0.677 T+13 2016.12.16 2036.12.16
第24回 100 10 0.250 100.0 0.250 T+20 2017.12.18 2027.12.17
第25回 50 20 0.671 100.0 0.671 T+10 2017.12.18 2037.12.18
第26回 130 10 0.250 100.0 0.250 T+20 2018. 3.12 2028. 3.10
第27回 50 20 0.657 100.0 0.657 T+10 2018. 3.12 2038. 3.12
第28回 50 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2018.10.22 2023.10.20
第29回 100 10 0.319 100.0 0.319 T+17.5 2018.10.22 2028.10.20
第30回 50 20 0.770 100.0 0.770 T+11.5 2018.10.22 2038.10.22

第31回 50 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2019. 1.29 2024. 1.29

第32回 100 10 0.220 100.0 0.220 T+20.5 2019. 1.29 2029. 1.29
第33回 50 20 0.599 100.0 0.599 T+11.5 2019. 1.29 2039. 1.28

第34回 100 10 0.080 100.0 0.080 ー（※） 2019. 9.19 2029. 9.19

第35回 50 20 0.270 100.0 0.270 ー（※） 2019. 9.19 2039. 9.16
第36回 100 10 0.200 100.0 0.200 T+19.5 2020. 1.29 2030. 1.29
第37回 50 20 0.424 100.0 0.424 T+11.5 2020. 1.29 2040. 1.27
第38回 150 10 0.195 100.0 0.195 T+17.5 2020. 10.28 2030. 10.28
第39回 150 15 0.409 100.0 0.409 T+16.5 2020. 10.28 2035. 10.26
第40回 50 18 0.529 100.0 0.529 T+17.5 2020. 10.28 2038. 10.28
第41回 150 20 0.575 100.0 0.575 T+17.5 2020. 10.28 2040. 10.26

（※）絶対値でのプライシングを実施



政府との関係

 成田国際空港株式会社法[平成15年法律第124号]

規制・認可・支援事項 概 要

規
制

事
項

○国土交通大臣が定める基本計画への適合義務がある
■成田国際空港及び航空法に規定する航空保安施設の設置及び管理は、国土交通大臣の定める基本
計画に適合しなければならない

国
土
交
通
大
臣
の

認
可
事
項

○事業の範囲は法律で定められている ◆空港施設の建設・管理、空港内での店舗運営などの事業以外の事業を行う場合

○重要事項については国の認可が必要

◆定款変更等 ◆定款変更、剰余金の配当・処分、合併、分割及び解散決議

◆事業内容及び事業計画 ◆当該事業年度の事業計画の提出

◆代表取締役の選定、監査役の選任 ◆代表取締役の選定、解職及び監査役の選任、解任

◆剰余金の配当・処分

◆重要財産の譲渡等 ◆国土交通省令で定める重要財産の譲渡、担保に供する場合

◆社債募集、資金借入等 ◆社債（短期社債を除く）の募集、又は弁済期限が１年を超える資金を借り入れる場合

財
政
支
援

●政府出資 ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●資金貸付 ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●債務保証 ●社債に係る債務に対する債務保証契約

●一般担保 ●会社の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利

 政府の政策目標との関係性
観光ビジョンの実現プログラム2018（観光立国推進閣僚会議決定） 未来投資戦略2018（未来投資会議、閣議決定）

 首都圏空港について、羽田空港の飛行経路の見直し、成田空港の第３滑走路の整備等

により、ニューヨーク、ロンドンに匹敵する世界最高水準の発着容量年間約100万回の実現

を目指す。具体的には、（中略）成田空港については、2020年までの高速離脱誘導

路の整備等による発着容量約４万回拡大に加え、2018年３月の地元合意に基づき、

騒音・落下物対策や「成田国際空港周辺整備のための国の財政上の特別措置に関する

法律」による周辺地域の施設整備の促進を行いつつ、第３滑走路の整備や夜間飛行制

限の緩和等の更なる機能強化を進め、年間発着枠を50万回に拡大する。

 首都圏空港の発着容量を世界最高水準の約100 万回

に拡大する。（中略）成田空港の発着容量拡大のため、

地元合意に基づき、成田財特法による周辺地域の施設整

備の促進や滑走路増設、運用時間延長等を進める。

※「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（経済財政諮問会議、閣議決定）
においても 「首都圏空港の機能強化」が明文
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終わりにあたって
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 本資料は、当社の業績等について投資家の皆様に情報提供することを目的としたもの
であり、債券の募集又は売出を意図したものではありません。

 本資料の内容については、将来の予測や見通しに関するものが含まれておりますが、こう
した将来の予測等には不確定な要因を含んでおり、将来の業績等を保証するものでは
ありません。

 将来の業績等については、様々な要因により変化するものであることをご承知おきくださ
い。

成田国際空港株式会社 財務部 IR室

TEL：0476（34）5838 同5489




